
章 款 項 目

令和

令和

2始期

終期

　移住者の就業機会の拡大及び地元企業への就業の定着を図るため、就業に役立つ資格の取得に要する経費
の一部を支援する。

　本市に移住し２年以内の者で市内事業所に就業している又は就職
活動を行っており、就業が決定する前に資格を取得して１年以内の
者。
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0

　移住者の資格取得の支援を行うことにより、本市での就職、スキルアップを促し、移住増・定住化につな
げるとともに、併せて市内事業所の人手不足の解消を図る。
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根 拠 法 令 等 島原市移住者就業資格等取得支援補助金交付要綱

年度

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 3 年度令和

担当課 シティプロモーション課
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会 費 等

市 補 助 金

補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

〈対象経費〉
・受講料及び教材費、受験料（検定料）、登録料、その他市長が必要と認める経費

〈支援金の額〉
・対象経費の合計額の２分の１以内（上限１人につき５万円）
※千円未満の端数切捨て
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年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)  （単位：千円）
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

備
考

⇒ -200

備　　考

　R2年度から事業開始し申請実績も少なく、需要見込みが低いと考えられるため廃止。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性 令和２年度から実施したが、実績がないため分析できない。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直しの

総 合 評 価

判
　
定

対象となる資格が多すぎることなどから、令和３年度に要綱改正を行っ
た。
見直しの必要性については、随時、検討の余地はあると思われる。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

　事業の周知もしくは、事業の必要性について見直す。

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題
　令和３年度において要綱改正を行ったことから、本年度の申請状況に応じて検証。

　令和３年度において要綱改正を行ったが、令和２年度から実績がないため本年度を含め申請状況を
確認し、事業内容の改善が必要と思われる。

令和２年度から実施したが、実績がないため分析できない。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


